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帝国議会への請願から見る菓子税則廃止運動
A movement  for the Repeal of the Baker's Tax from











































大蔵省の調査結果から、雑税は １ 年間70万円に満たず、明治 ８ 年 ２ 月太政官布告第二十三
号により雑税は改正された。これにより1553種の雑税は、一旦は廃止するが、廃止により営
業取締りに差支えのある時は、地方において収税することが出来るとした。これが後に府県税
























































































































貴族院 第一議会 1048 13 1.2
第二議会 1217 38 3.1
第三議会 618 16 2.5
第四議会 3070 32 1
第五議会 2646 21 0.7
第六議会 420 3 0.7
第八議会 331 8 2.4
第九議会 956 4 0.4
合計 10306 135 1.3
衆議院 第一議会 1048 10 0.7
第二議会 1370 47 3.4
第三議会 642 17 2.6
第四議会 2808 34 1.2
第五議会 1093 22 2
第六議会 420 5 1.1
第八議会 331 7 2.1
第九議会 956 4 0.4














A B A B A B A B A B A B A B A B A B
明治18年 1 13 0 5 10 18 4 12 3 23 1 9 0 5 0 2
明治19年 0 3 0 2 0 1 0 3 0 5 1 5 0 1 1 0
明治20年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 1 0 0
明治21年 0 2 0 1 0 1 0 0 0 8 0 6 1 0 14 5 0 4
明治22年 11 3 7 4 4 1 12 1 6 4 7 4 10 0 0 0 15 1
明治23年 27 5 21 13 17 7 16 9 19 5 8 12 4 0 8 2 28 0
明治24年 20 7 16 2 14 1 7 4 18 3 9 2 16 1 3 0 14 2
明治25年 0 7 5 4 3 0 6 0 4 1 0 0 12 0 2 0 11 1



















































































年の ３ 年間、雇人なく、１ 箇年 １ 円の営業税を納める細業者と言える。
表 ３ は、明治22年大蔵省主税局の調査から作成されたものである。全国の菓子商のうち小














3人以上 857 16 9
2人 1555 62 48
1人 2897 126 121
雇人ナキ者 64570 8349 129098




























































罰金 拘留 科料 没収 管轄違 無罪 免訴棄却 合計
明治18年 316 0 89 0 0 10 1 416
明治19年 1714 0 797 0 1 46 3 2561
明治20年 1945 0 1235 0 0 68 2 3250
明治21年 939 0 516 0 0 20 6 1481
明治22年 394 0 75 0 0 26 1 496
明治23年 424 0 67 0 0 16 0 507
明治24年 275 0 48 0 1 13 2 339
明治25年 228 0 23 0 1 15 0 267
明治26年 175 0 36 0 0 7 0 218
明治27年 258 0 55 0 1 9 1 324
明治28年 293 0 48 0 1 11 0 353





















営業税 営業税 菓子税 営業税 菓子税
麹町区 2,687 1,381 2,301 2,118
神田区 15,464 11,689 14,698 19,836
日本橋区 46,915 7,589 39,160 13,300
京橋区 19,994 5,813 17,061 9,614
芝区 10,263 3,519 9,054 5,017
麻布区 1,914 995 1,529 1,258
赤坂区 1,489 1,018 1,212 1,579
四谷区 2,053 929 1,705 1,438
牛込区 2,111 1,138 1,956 1,833
小石川区 1,494 822 1,279 1,146
本郷区 4,237 2,148 3,692 3,183
下谷区 4,721 3,079 4,269 4,161
浅草区 12,400 4,238 10,027 6,593
本所区 6,661 2,358 5,686 3,235
深川区 6,501 1,642 4,638 2,035























































12）『帝国議会貴族院事務局報告』1891年～ 1896年に発行された ９ 冊から集計
13）『第ニ回通常会衆議院記事摘要』衆議院事務局1892年 ４ 月
14）『第四回帝国議会衆議院記事摘要』衆議院事務局1893年 ８ 月
15）前掲注11『大日本菓子商連合協会第一回報告』
16）「現行の菓子税則を全廃し地方税へ編入の件」国立公文書館
17）「細業者」は菓子商が請願文書の中で使用した言葉であり、ここでは雇人もなく零細な商店を示
している。
18）『衆議院請願文書表』九州大学経済学部蔵
19）東京都世田谷区編『世田谷近・現代史』1976年
　明治22年市町村制が公布され、市町村の合併により北多摩郡の数村が合併し千歳村となる
20）『諸車税・菓子税・煙草税・牛馬売買徴収簿』東京都公文書館
21）前掲注18『衆議院請願文書表』　
22）藤田武次郎『菓子税則利害実況書』全国菓子商連合協会　1891年
23）「菓子税収額及費用豫算（ １ 日）表」松方家文書R21
24）「菓子税監査参考書」松尾家文書R14
25）前掲注24「菓子税監査参考書」
26）池永駒太郎『税則違反大審院判決類集』池永駒太郎1892年
27）司法省『大審院諸罰則判決録』1889年
28）前掲注18『衆議院請願文書表』
29）菓子税則は明治18年 ７ 月からの施行で、一年を通じての納税ではないので対象から除去
30）「東京府統計書」明治20年
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